
■東村山都市計画地区計画の変更（東久留米市決定）

都市計画上の原地区地区計画を次のように変更する。 

名  称 上の原地区地区計画 

位  置 ※ 東久留米市上の原一丁目及び上の原二丁目地内 

面  積 ※ 約 ２７．３ ｈａ 

地区計画の目標 

東久留米市都市計画マスタープランにおいて、一団の中高層住宅地及びまちづくり重
点地区に位置付けられている本地区は、東久留米団地の建替え、国関連施設の移転・廃
止等に伴い、活力拠点として、まちのにぎわいや活力を創出する機能の導入を図る地区
とされ、また、それに伴い地域住民の安全性・利便性の向上、幹線道路である都市計画
道路東 3･4･20号線との連携を図る道路整備や歩行者空間の確保及び地域資源である武蔵
野の緑の保全・再整備が求められている。

本地区計画は、東久留米市上の原地区土地利用構想に示された土地利用のコンセプト
である自然と調和した“複合多機能都市”を形成するため、緑豊かな景観の保全を図り
つつ、団地の建替え等で生じた余剰地などを活用し、生活サービス、健康増進、業務、
教育、住宅など周辺の住環境と調和したまちのにぎわいと活力を生む多様な機能が、適
切に配置された土地利用を誘導するとともに、地区の特性を活かした街並みを創出する
ことにより、緑や道路のネットワークによって安全で住みよい質の高い市街地環境の形
成を図ることを目標とする。 
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土地利用の方針 

１ 生活サービス地区Ａ 
  既存の公益施設に加え、日常生活に必要な商業施設等、生活サービスを提供する施
設の立地を誘導することにより、地域住民の利便性の向上に資する土地利用を図る。

２ 生活サービス地区Ｂ
  地区の表玄関に位置する立地特性を生かし、周辺環境と調和した商業施設等の立地
を誘導することにより、地域や周辺住民の利便性の向上、にぎわいや活力を創出する
土地利用を図る。

３ 複合地区Ａ
  住環境に配慮し、また、隣接する住宅地と調和した商業・業務、健康増進等、多様
な機能を導入することにより、にぎわいや活力を創出する土地利用を図る。

４ 複合地区Ｂ
  住環境に配慮しつつ、商業・業務、健康増進等、多様な機能を導入することにより、
にぎわいや活力を創出する土地利用を図る。

５ 福祉・交流地区
既存の保育所や高齢者福祉施設の立地による地域の福祉サービス機能の向上に加

え、多様な世代が集い、交流する機能を持った土地利用を図る。
６ 文教地区
  教育施設が立地する現状の土地利用を維持するとともに、生活サービス地区Ｂとの
緩衝的な役割も兼ねた地域住民の健康増進に資する屋外運動施設の整備を図る。

７ 集合住宅地区
地域に必要な多様な世代の居住を実現するため、適切な密度を有する良好な集合住

宅地を形成する。
  また、周辺との緑のネットワークに配慮した、既存緑地の保全・再生などオープンスペ

ースの創出とともに、周辺環境と調和した街並みの形成を図る。 
８ 住宅地区Ａ 

低中層の住宅を中心とした良好な環境の住宅地の形成を図る。 
９ 住宅地区Ｂ 

今後の土地利用の動向を踏まえ、周辺環境と調和した教育施設、研修施設、スポーツ関
連施設等の立地を誘導することにより、まちの魅力の向上に資する土地利用を図る。 

１０ 緑地地区 
既存の緑地の保全・継承を図る。 

地区施設の 
整備の方針 

１ 道路 
（１） 交通の円滑化、周辺とのつながり、地域住民の安全性・利便性を確保するため、

周辺環境に配慮しつつ、まちの活力を支える主要区画道路及び区画道路を整備す
る。

（２） 歩行者の安全性・利便性の向上を図り、地域に開かれた歩行者ネットワークを
形成する。

２ 歩行者通路及び緑道
公園や現状の歩行者動線に配慮した歩行者通路及び文教地区に隣接して生活サービ

ス地区Ｂとの緩衝帯を兼ねる緑道の整備を図る。
３ 公園等
（１） 公園は、周辺住民に開かれた場として保全・再整備を図る。
（２） 既存の緑地の保全・継承を図る。

建築物等の 
整備の方針 

（１） 地区のにぎわいや活力を創出する土地利用の推進及び各街区の環境に配慮した
土地利用を図るため、建築物等の用途の制限を定める。

（２） 緑豊かでゆとりある市街地環境の形成や周辺環境との調和を図るため、建築物
の容積率の最高限度、建築物の建蔽率の最高限度、壁面の位置の制限、建築物等の
高さの最高限度を定める。

（３） 適切な規模の建築物の誘導、敷地の細分化による建て詰まり防止のため、建築
物の敷地面積の最低限度を定める。

（４） 良好な景観形成を図るため、建築物等の形態又は色彩その他の意匠の制限、垣
又は柵の構造の制限を定める。

その他当該区域の 
整備、開発及び 
保全に関する方針 

地区内の緑のネットワークの形成を図るとともに、緑豊かで潤いのある環境の創出や
良好な景観を形成するため、敷地内の緑化を推進する。
また、敷地内における既存樹木等は、積極的に保全又は再配置する。 
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位 置 東久留米市上の原一丁目及び上の原二丁目地内 

面 積 約 ２６．５ ｈａ 

種 類 名 称 幅 員 延 長 面 積 備 考 

道 路 

主要区画道路１号 ※ 14.0ｍ 約 570ｍ ― 拡幅、一部新設 

区画道路１号 ※ 14.0ｍ 約 330ｍ ― 新設 

区画道路２号 ※ 11.0ｍ 約 10ｍ ― 既設 

区画道路３号 ※ 7.5～10.0ｍ 約 390ｍ ― 既設 

区画道路４号 ※ 12.0ｍ 約 410ｍ ― 拡幅 

区画道路５－１号 ※ 9.5ｍ 約 250ｍ ― 拡幅 

区画道路５－２号 ※ 7.2ｍ(9.5ｍ) 約 180ｍ ― 
拡幅（（ ）内の数値は、地
区外を含む全幅員を示す。） 

区画道路６－１号 ※ 12.0～14.0ｍ 約 170ｍ ― 新設 

区画道路６－２号 ※ 11.0ｍ 約 140ｍ ― 新設 

区画道路７－１号 ※ 12.0ｍ 約 160ｍ ― 新設 

区画道路７－２号 ※ 11.0ｍ 約 150ｍ ― 新設 

区画道路８号 ※ 12.0ｍ 約 270ｍ ― 新設 

区画道路９号 ※ 8.5ｍ 約 290ｍ ― 新設 

公 園 

西公園 ― ― 約 1.4ha 既設 

東公園 ― ― 約 1.2ha 既設 

南公園 ― ― 約 0.2ha 既設 

北公園 ― ― 約 0.2ha 既設 

中央公園 ― ― 約 0.7ha 既設 

緑 地 
緑地１号 ― ― 約 0.1ha 既設 

緑地２号 ― ― 約 0.1ha 既設 

その他の 
公共空地 

歩行者通路１号 4.0ｍ 約 290ｍ ― 既設 

歩行者通路２号 4.0ｍ 約 80ｍ ― 新設 

緑道１号 5.0ｍ 約 150ｍ ― 新設 
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地区の 
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名 称 生活サービス地区Ａ 生活サービス地区Ｂ 複合地区Ａ 複合地区Ｂ 福祉・交流地区 文教地区 集合住宅地区 住宅地区Ａ 住宅地区Ｂ 緑地地区 

面 積 約 1.6ha 約 2.7ha 約 1.2ha 約 1.4ha 約 1.6ha 約 3.1ha 約 8.3ha 約 2.8ha 約 3.7ha 約 0.1ha 

建築物等の 

用途の制限 

次に掲げる建築物は建築してはならない。 次に掲げる建築
物以外の建築物
は、建築してはな
らない。 
（１） 共同住宅
（２） 集会所
（３） 上記各号

の建築物
に附属す
るもの

― 

（１）神社、寺院、教会その他これらに類するもの

（２） 住宅、共同住宅、寄宿舎又は下宿
その他これらに類するもの

（３） 大規模小売店舗立地法（平成 10年
法律第 91 号、以下「大店立地法」と
いう。）第２条第１項に規定する店舗
面積の敷地面積に対する割合が５
０％以上の建築物

（４） 射的場、勝馬投票券発売所、場外
車券売場その他これらに類するもの

（５） 風俗営業等の規制及び業務の適正
化等に関する法律(昭和 23 年法律第
122 号)第２条に該当する営業の用に
供する建築物

（６） 工場(店舗に附属する作業場を除
く。)

（７） 倉庫業を営む倉庫

（２） 大店立地法
第２条第１項
に規定する店
舗面積の敷地
面積に対する
割合が１０％
以上の建築物

（３） マージャン
屋、ぱちんこ
屋、射的場、
勝馬投票券発
売所、場外車
券売場その他
これらに類す
るもの

（２） 大店立地法
第２条第１項
に規定する店
舗面積の敷地
面積に対する
割合が４０％
以上の建築物

（３） マージャン
屋、ぱちんこ
屋、射的場、
勝馬投票券発
売所、場外車
券売場その他
これらに類す
るもの

（２） 住宅 （２） 店舗、飲
食 店 そ の
他 こ れ ら
に 類 す る
用 途 に 供
するもの

（３） 公衆浴場

（２） 店舗、
飲食店そ
の他これ
らに類す
る用途に
供するも
ので、そ
の用途に
供する部
分の床面
積の合計
が１５０
㎡を超え
るもの

（３） 学校、
大学、高
等専門学
校、専修
学校その
他これら
に類する
もの

（２） 店舗、
飲食店そ
の他これ
らに類す
る用途に
供するも
の（基準
法別表第
２（い）
項第２号
に掲げる
用途に供
する建築
物 を 除
く。）

（３） 学校、
大学、高
等専門学
校、専修
学校その
他これら
に類する
もの

建築物の容積率の 

最高限度 
― １５／１０ １０／１０ ― 

建築物の建蔽率の 

最高限度 
６／１０ ― ４／１０ 

５／１０ 
ただし、基準

法第５３条第３
項第２号の規定
は、適用する。 

３／１０ ― 

建築物の敷地面積の 

最低限度 

１，０００㎡ ３，０００㎡ 

１，０００㎡ 
ただし、建築物等の用途が住宅（建築基

準法（昭和 25 年法律第 201 号、以下「基準
法」という。）別表第２（い）項第１号及び
第２号に掲げる建築物（一戸建て住宅に限
る。））の場合は、１２０㎡とする。 

２００㎡ 
― 

３，０００㎡ １２０㎡ ３，０００㎡ 
― 

ただし、公益上必要な建築物には適用しない。 ただし、公益上必要な建築物には適用しない。 

壁面の位置の制限 

建築物の外壁又はこれに代わる柱の面か
ら道路及び歩行者通路２号の境界線までの
距離は２ｍ以上、緑道１号の境界線までの
距離は１ｍ以上とする。ただし、道路の交
通の緩和のために設ける通行の用途に供す
る建築物の部分は、この限りでない。 

建築物の外壁又は
これに代わる柱の面
から道路の境界線ま
での距離は２ｍ以上
とする。ただし、建
築物の用途が住宅
（基準法別表第２
（い）項第１号及び
第２号に掲げる建築
物（一戸建て住宅に
限る。））の場合は、
建築物又は建築物の
部分が次の各号の一
に該当するものを除
き、主要区画道路１
号及び区画道路６－
１号の境界線までの 

建築物の外壁又は
これに代わる柱の面
から道路の境界線ま
での距離は２ｍ以上
とする。ただし、建
築物の用途が住宅
（基準法別表第２
（い）項第１号及び
第２号に掲げる建築
物（一戸建て住宅に
限る。））の場合は、
建築物又は建築物の
部分が次の各号の一
に該当するものを除
き、区画道路７－１
号の境界線までの距
離は２ｍ以上、区画 

建築物の外壁又
はこれに代わる柱
の面から道路の境
界線までの距離は
２ｍ以上とする。 

― 

建築物の外壁
又はこれに代わ
る柱の面から道
路及び歩行者通
路１号の境界線
までの距離は２
ｍ以上とする。 

 建築物の外壁
又はこれに代わ
る柱の面から道
路及び隣地の境
界線までの距離
は、建築物又は
建築物の部分が
次の各号の一に
該当するものを
除き、区画道路
６－１号及び６
－２号の境界線
までの距離は１
ｍ以上、その他
は０．５ｍ以上
とする。 
（１） 附属す

― 
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名 称 生活サービス地区Ａ 生活サービス地区Ｂ 複合地区Ａ 複合地区Ｂ 福祉・交流地区 文教地区 集合住宅地区 住宅地区Ａ 住宅地区Ｂ 緑地地区 

面 積 約 1.6ha 約 2.7ha 約 1.2ha 約 1.4ha 約 1.6ha 約 3.1ha 約 8.3ha 約 2.8ha 約 3.7ha 約 0.1ha 

壁面の位置の制限 

距離は１ｍ以上、そ
の他の道路及び隣地
の境界線までの距離
は０．５ｍ以上とす
る。 
（１） 附属する建

築物が物置そ
の他これに類
する用途（自
動車車庫、自
転車置場を含
む。）に供し、
軒 の 高 さ が
２．３ｍ以下
で、かつ、床
面積の合計が
５㎡以内であ
る建築物の部
分

（２） 軒、ひさし、
戸袋、床面積に
算入されない
出窓、ピロテ
ィ、ポーチ、吹
きさらしの廊
下、バルコニ
ー、ベランダ、
屋外階段

（３） 外壁又はこ
れに代わる柱
の中心線の長
さの合計が３
ｍ以下の建築
物の部分

道路１号及び６－１
号の境界線までの距
離は１ｍ以上、その
他の道路及び隣地の
境界線までの距離は
０．５ｍ以上とする。 
（１） 附属する建

築物が物置そ
の他これに類
する用途（自
動車車庫、自
転車置場を含
む。）に供し、
軒 の 高 さ が
２．３ｍ以下
で、かつ、床
面積の合計が
５㎡以内であ
る建築物の部
分

（２） 軒、ひさし、
戸袋、床面積
に算入されな
い出窓、ピロ
ティ、ポーチ、
吹きさらしの
廊下、バルコ
ニー、ベラン
ダ、屋外階段

（３） 外壁又はこ
れに代わる柱
の中心線の長
さの合計が３
ｍ以下の建築
物の部分

― 

る建築物
が物置そ
の他これ
に類する
用途（自
動 車 車
庫、自転
車置場を
含む。）に
供し、軒
の高さが
２．３ｍ
以下で、
かつ、床
面積の合
計が５㎡
以内であ
る建築物
の部分 

（２） 軒、ひ
さし、戸
袋、床面
積に算入
されない
出窓、ピ
ロティ、
ポーチ、
吹きさら
し の 廊
下、バル
コニー、
ベ ラ ン
ダ、屋外
階段

（３） 外壁又
は こ れ
に代わる
柱の中心
線の長さ
の合計が
３ｍ以下
の建築物
の部分

ただし、敷地
面積が２００㎡
以上の場合は、
建築物の外壁又
はこれに代わる
柱の面から区画
道路の境界線ま
での距離は２ｍ
以上、その他の
道路及び隣地の
境界線までの距
離は１ｍ以上と
する。 

― 

ただし、公益上必要な建築物には適用しない。 
ただし、公益上必要な建築物には適
用しない。 
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地区の 

区分 

名 称 生活サービス地区Ａ 生活サービス地区Ｂ 複合地区Ａ 複合地区Ｂ 福祉・交流地区 文教地区 集合住宅地区 住宅地区Ａ 住宅地区Ｂ 緑地地区 

面 積 約 1.6ha 約 2.7ha 約 1.2ha 約 1.4ha 約 1.6ha 約 3.1ha 約 8.3ha 約 2.8ha 約 3.7ha 約 0.1ha 

建築物等の高さの 

最高限度 
― ２０ｍ以下 ― １３ｍ以下 １５ｍ以下 ― 

建築物等の形態又は

色彩その他の意匠の

制限 

（１） 建築物等の意匠又は色彩は、周囲の環境と調和した落ち着きのある色調とする。
（２） 建築物の外壁は、長大な壁面を避けるなど、形態や意匠の工夫などにより、圧迫感や威圧感を感じさせないよう分節化等を図る。
（３） 屋外広告物は、周辺の環境や景観と調和するよう、色彩、光源、大きさ及び設置場所に留意したものとする。

建築物等の意匠又は色彩は周囲
の環境と調和した落ち着きのある
色調とする。 

垣又は柵の 

構造の制限 

道路に面して設ける垣又は柵（門柱及び門扉を除く。）の構造は、生垣又は高さ１．５ｍ以下の透視可能なフ
ェンス等とする。ただし、建築物等の保安・管理上やむを得ない場合はこの限りでない。 

なお、地盤面から０．６ｍ以下の部分については、コンクリートブロック造、レンガ造、鉄筋コンクリート造
その他これらに類する構造とすることができる。 

－ 

道路に面して設ける垣又は柵（門
柱及び門扉を除く。）の構造は、生
垣又は高さ１．５ｍ以下の透視可能
なフェンス等とする。ただし、建築
物等の保安・管理上やむを得ない場
合はこの限りでない。 

なお、地盤面から０．６ｍ以下の
部分については、コンクリートブロ
ック造、レンガ造、鉄筋コンクリー
ト造その他これらに類する構造と
することができる。

－ 

土地の利用に関する事項

緑化面積の敷地面積に対する割合は、１
０％以上とする。 

なお、緑化に当たっては、土地利用上や
むを得ない場合を除き、地上部を緑化する
ものとする。 

また、壁面の位置の制限により後退した
空地の部分は、積極的な緑化に努めるもの
とする。 

緑化面積の敷地面積に対する割合は、１
０％以上とする。 
ただし、建築物等の用途が住宅（基準法

別表第２（い）項第１号及び第２号に掲げ
る建築物（一戸建て住宅に限る。））の場合
は、緑化面積の敷地面積に対する割合は
６％以上とする。 
なお、緑化に当たっては、土地利用上や

むを得ない場合を除き、地上部を緑化する
ものとする。 
また、壁面の位置の制限により後退した

空地の部分は、積極的な緑化に努めるもの
とする。 

緑化面積の敷地
面積に対する割合
は、１０％以上とす
る。 
なお、緑化に当た

っては、土地利用上
やむを得ない場合
を除き、地上部を緑
化するものとする。 
 また、壁面の位置
の制限により後退
した空地の部分は、
積極的な緑化に努
めるものとする。 

― 

緑化面積の敷
地面積に対する
割合は、１０％
以上とする。 
なお、緑化に

当たっては、土
地利用上やむを
得ない場合を除
き、地上部を緑
化するものとす
る。 
また、壁面の

位置の制限によ
り後退した空地
の部分は、積極
的な緑化に努め
るものとする。 

緑化面積の敷
地面積に対する
割合は、１０％
以上とする。 
ただし、建築

物等の用途が住
宅（基準法別表
第２（い）項第
１号及び第２号
に掲げる建築物
（一戸建て住宅
に限る。））の場
合は、緑化面積
の敷地面積に対
する割合は６％
以上とする。 
なお、緑化に

当たっては、土
地利用上やむを
得ない場合を除
き、地上部を緑
化するものとす
る。 
また、壁面の

位置の制限によ
り後退した空地
の部分は、積極
的な緑化に努め
るものとする。 

― 

※は知事協議事項

「区域、地区の区分及び地区施設の配置については、計画図表示のとおり」

理由 団地の建替え等で生じた余剰地などを活用し、東久留米市上の原地区土地利用構想に示された土地利用のコンセプトである自然と調和した“複合多機能都市”を形成するため、地区計画を変更する。
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